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１．はじめに 
 落石から道路交通の安全を確保するために建設される 

落石防護施設としては、落石防護網、落石防護柵、落石 

防護擁壁、落石覆道などがある。これらの設計は、落石 

防護網、落石防護柵および落石防護擁壁などのように落 

石の運動エネルギーに基づいて行う場合と、落石覆道の 

ように落石による衝撃力を静的荷重に置き換えて行う場 

合とがあり、これは設計の対象となる落石防護工の規模、 

構造系の複雑さなどの違いから、それぞれに適した設計 

方法を採り入れているためである。現在、落石覆道の設 

計は昭和58年度版の「落石対策便覧（日本道路協会）」 

や「道路防災工調査設計要領（案）（北海道開発局建設 

部道路建設課）」（以後、それぞれ落石便覧、局要領と示 

す）に基づいて行われており、この中で緩衝材として敷 

砂を用いた場合の衝撃力算定式は振動便覧の式と呼ばれ 

る式（1）が示されている。本解説では、この式の理論上 

の適用限界と今後の設計法の展望について述べる。 

 

２．振動便覧式とその理論的な適用限界 

「振動便覧（土木学会）」は衝撃力の算定式として式 

（1）を与えている。 

 

 ここで、λ：敷砂緩衝材のラーメの定数（tf/㎡）、 

Ｗ：落石重量（tf）、Ｈ：落下高さ（ｍ）である。 

式（1）は、落石と敷砂緩衝材の衝突現象を2つの弾性 

体間の衝突現象とみなし、弾性理論により誘導されたも 

のであるが、その詳細は付録を参照願いたい。 

さて、振動便覧式の理論的な適用限界について述べる。 

図－1 に示すように、落石（球体と仮定）の接触面の半 

径ａは式（2）で与えられる。 

 

 

 

 

 
ここにｋは付録に示すヤング率とボアソン比の関数、Ｒ 

は半径、添え字の1，2はそれぞれ落石と緩衝材を示す。 

いま、ｋ1＝0、Ｒ2＝∞として、式(2)を変形整理すると、 

次式が得られる。 

 
接触面の半径ａは球の半径Ｒlより小さいことより、 

ａmax≦Ｒlとなる。従って、Ｐmaxは 

 

式(4)と式(1)を連立して解くと、理論的なＨmaxは式(5) 

のように与えられる。 

 
従って、敷砂緩衝材使用時の落石衝撃力評価式として式 

(1)を用いる場合には、最大落下高さに関する式(5)の条 

件式に留意する必要がある。式(5)を用いて最大落下高 

さを概算すると、λ＝100tf/㎡の場合にはＨmax≦13.lｍ 

となり、λ＝800tf/㎡の場合にはＨmax≦104.5ｍとなる。 

 

３．ラーメの定数λについて 

落石による衝撃力を式(1)で算定する場合に必要とな 

るラーメの定数λの値については、一般的にはλ＝ 

100tf/㎡が用いられている。これは、過去に行われた鋼 
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材倶楽部や金沢大学の重錘落下実験で計測された重錘衝 

撃力（重錘加速度と重錘質量の積）をもとに逆算したラ 

ーメ定数の値が 100tf/㎡以下となっていたことによるも 

のである。 

しかしながら、上記重錘衝撃力は落石によって緩衝材 

上に作用する衝撃力であり、緩衝材の下にある落石覆道 

本体に作用する衝撃力（伝達衝撃力）ではない。当時の 

実験では緩衝材中を伝達してくる衝撃応力を精度よく測 

定できるセンサーがなかったため、伝達衝撃力の測定は 

不可能であったが、その後計測技術の進歩ならびに各種 

計測センサーが開発され、その計測が可能となった。 

当研究室が行った敷砂緩衝材に関する研究結果によれ 

ば、覆道本体に作用する伝達衝撃力の最大値は敷砂の厚 

さが 90cm の場合で、敷砂の締固め度にもよるがλ＝500 

～800tf/㎡で算定可能であることが明らかとなってい 

る。 

 

４．今後の覆道設計法 

平成 2 年 3 月に局要領が取りまとめられる以前におい 

ては、振動便覧式により落石衝撃力の算定は可能であっ 

ても、統一された載荷方法や照査基準、構造細目などが 

存在せず、我が国の落石覆道は合理的に設計されている 

とは言い難い状況にあった。局要領で統一された設計法 

の考え方は、その後、全国に普及し、現在改訂中の落石 

便覧に全面的に採用される予定であるが、当研究室と室 

蘭工業大学では局要領が取りまとめられてから現在に至 

るまで、落石覆道に用いられる緩衝材の衝撃力評価に関 

する研究や三層緩衝構造の開発、ならびに覆道本体の耐 

衝撃挙動に関する研究を共同で数多く実施してきてお 

り、この分野における我が国の研究をリードしてきた。 

平成10年に発行された土木学会構造工学シリーズ第8巻 

「ロックシェッドの耐衝撃設計」はその研究成果の集大 

成である。 

これらの研究成果からラーメ定数を 800tf/㎡にして式 

(1)で衝撃力を算定すると、衝撃力は約 2.3 倍となり、ま 

た、衝撃力の分散範囲についても現行の45度から落石径 

程度の範囲とすると、現行の設計法が危険側の設計とな 

っているように思われるが、現行設計法は設計落石荷重 

に対しては十分な安全性を有していることが実験結果か 

ら確認されている。これは現行の設計では、落石覆道を 

単位幅を有する2次元フレームにモデル化し、落石衝撃 

力を静的荷重に置き換えて許容応力度法によって設計を 

行っているのに対して、実際の現象は道路方向に1ブロ 

ック12ｍの延長を有する立体構造物が僅か数十ｍsecの 

継続時間の衝撃力の作用によって覆道本体が応答すると 

いう現象の違いによるものである。 

 当研究室ではこれまでの研究成果をもとに実際の衝撃 

挙動を考慮した合理的な落石防護施設の設計手法を提案 

し、局要領の改訂に寄与したいと考えている。 

 
                                                    

付 録 

式(1)は、落石と敷砂緩衝材の衝突現象を 2 つの弾性 

体間の衝突現象とみなし、弾性理論により誘導されたも 

のである。 

まず、図－2 に示すように互いに向かい合って互いの 

中心を結ぶ直線上を運動する 2 つの球が点 O において衝 

突した場合を考える。衝突後両球は反対方向にそれぞれ 

Ｐなる力を受けその速度が変化する。球 1 および球 2 の 

質量をそれぞれｍl、ｍ2とし衝突時の速度をそれぞれｖl、 

ｖ2とすれば、衝突時の速度変化の割合は式(付.1)によっ 

て与えられる。 
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また、点０における局部的圧縮によって 2 つの球が互い 

に接近する距離をｙとすると、ｙの時間的変化が相対速 

度であるから、 

 

 

 

従って、加速度は式（付.1）を考慮して次式のように示さ 

れる。 

 

 

 

ここで、ｙとＰの間には接触する 2 つの球体間の圧力問 

題として解かれた式（付.4）の関係が成立するものと仮定 

する。なお、この式は初めてＨ.Ｈertz によって求められ 

たことよりＨertz（ヘルツ）式と呼ばれている。 

 

 

 

ここで、Ｒ1、Ｒ2はそれぞれ球 1、2 の半径を示す。ま 

 

た、            であり、Ｅ1、Ｅ2およびν1 

 

ν2はそれぞれ球 1，2 のヤング率、ポアソン比である。 

いま、 

 

 

 

とおくと、式(付.4)は式(付.7)のように、また式(付.3)は 

式(付.7)を用いて式(付.8)のように示される。 

 

 

 

さらに､式(付.8)の両辺にdy/dtを乗じてt=0～tの間で積 

分すると、 

 

 

 

これを変形すると、 

 

 

 

従って、 

 

 

 

これより、最終的に次式を得る。 

 

 

 

ここで、ｖ0はｔ=0における2つの球の接近速度である。y 

の最大値は明らかにdy/dt=0のときに生じることより、式 

(付.12)において dy/dt=0 とすると式(付.13)が成立する。 

 

 

 

この値を式(付.7)に代入し、かつ式(付.6)を用いること 

により、衝突時の最大圧縮力Ｐmaxは次式のように示さ 

れる。すなわち、 

 

 

 

ここで、ｎは式(付.5)より次式のように示される定数で 

ある。 

 

 

 

 さて、添字 1 の球体を落石（球状で単位体積重量を 

ｗ1＝2.6tf/ｍ
3と仮定）、添字2の球体を敷砂緩衝材とする 

と、落石は敷砂緩衝材に比較して十分剛であることより、 

Ｅ1＝∞（ｋl＝0）、ｍ2＝∞、Ｒ2＝∞と仮定できる。また、 

ν2＝1/4 と仮定すると、弾性論からλ2＝μ2となり、Ｅ2

およびｎは次式のように示される。 

 

 

 

 
 
ここで、落下高さをＨとすると、落石の衝突速度は 
       となる。また、落石を球形に仮定している 
ことより、落石重量はＷ＝m1g、Ｗ＝（4/3）πＲ1

3ｗ1とな 

る。Ｒl、ｍ1をＷで置き換えることにより、最終的にＰmax

は次式のように示される。 

 
 
上式において、λの添字2は式を一般化するため省略し 

た。式(1)は一般に振動便覧式と呼ばれ、落石対策便覧 

において、敷砂緩衝材を用いた場合の落石による衝撃力 

評価式として示されているものである。 


